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書評

書評:大 石裕 ・山本信人編著

『メデ ィア ・ナシ ョナ リズムの ゆくえ― 「日中摩擦 」 を検証す る― 』

                           朝 日新聞社 、2006年

熊田 俊郎

 本書は2005年 に中国各地で見られた反 日運動(以 下 「反 日運動」)を めぐって、各メディア

上に表れた言説およびメディアと現実の運動 との関係を分析 した本である。選書(朝 日選書の

一冊)と い う性質上学術研究書の体裁をとっていないが、内容は学術的な分析、論評、資料か

らなる。ここに論評 と述べたのは、たとえば収録されている論考の中で第3章 のように 日中政

府の対応について価値判断を含むものがあるか らである。

 本書の構成は次の通 りである。

は じめに

第1章 メデ ィア ・ナシ ョナ リズム を考える(大 石裕)

第2章 日本の新聞は 「反 日」デモ をど う伝 えたか(山 腰修 三)

第3章 中国のイ ンターネ ッ ト言論 と「反 日」デモ(祁 景淫i)

第4章 中国の報道統制(烏 谷 昌幸 ・山 口信治)

第5章 香港 の 「反 日」デモ報道(飛 鳥 田麻 生)

第6章 中国にお ける国民ナ シ ョナ リズムの登場(山 本信人)

第7章 米英 メデ ィアが見た 日中摩擦(安 部 る り ・河島基弘)

補 章  日中摩擦 と中国の民間ポ0タ ルサイ ト(謝東)

あ とがき

資料編

 まず本書を一言で評価すれば、小さいながらも日中関係を考える上で貴重な業績 として後世

に残るであろう。 とくに2005年 の 日中摩擦について検証する場合に、本書の基 となった朝 日

新聞社 ・慶磨義塾大学2005年 度調査研究プロジェク ト報告書 『日中摩擦の「意識」形成をさぐ

る』とともに、不可欠のものとして残るであろう。

 フランスのイスラム系住民の問題についても言われることであるが、報道と現実のギャップ

についての議論はしば しば起 こる。 しかし生身の人間が街頭に繰 り出してデモをし場合によっ

て破壊行為をするのが社会事象であるのと同様に、メディア上の言説 とそれをメディアが報道

することによってリアクシ ョンが起こることも社会事象である。そのメディア上のや り取 りと

い う形態の摩擦を丹念に記録 した学術的な研究は、ほかに見 られない。 とくに本書の特徴は

113



三 田社 会 学 第12号(2007)

「資料編」 にあるといってよい。 第2章 、第3章 、第4章 に対応 して資料 が付 されてい る。む

しろ資料 の分析 がそれ ぞれの章になっている とい って よいかも しれない。第2章 が 日本 の新聞、

第4章 が中国の新 聞、そ して第3章 が中国の ウェブ上 に展 開 され る情報 も含 めた(新 聞社 は紙

面 とともに ウェブ上で も情報発信 してい る)報 道 に関す る ものである。 メデ ィア分析 について、

編 著者 の大石氏 らをは じめこれまで大 きな研究蓄積 があ り、それ をもとに丹念 に摩擦 とい う社

会事象 を追いかけている。本書の も うひ とつの特徴 として次 の点 を挙げるこ とがで きよ う。新

聞はも とよ りテ レビ映像 もアーカイブ化 され取 り扱 い方 が確立 してい る。 ところがインターネ

ッ ト上の情報についてはアクセスの分析 に関す る技術 の進歩 は 目覚 しいが、まだそのアー カイ

ブ化 にっいて方法論 が確立 した とはいえない。第3章 はそのイ ンターネ ッ ト情報の記録 を とっ

て分析 を行った とい う意味で先駆 的研究 とい える。以上 のよ うに筆者 は本書の価値 を高 く評価

す るものであ る。 そのこ とを前提 にい くつか疑問 と感想 を申 し述べたい。

 第1は 「メデ ィア ・ナ シ ョナ リズム」 とい う概念 についてであ る。本書 はメデ ィア ・ナ シ ョ

ナ リズム とい う概念 に基づいて分析す る と述べ られ てい るが、 この概念 に言及 しているのは編

著者の大石 氏 と山本氏の2論 文だけである。 大石 氏は 「マス メデ ィア、お よびイ ンターネ ッ ト

な どのニ ューメデ ィアの普及 が、国民 国家 のナ シ ョナ リズム を増 幅 させ る一連 の現 象」(15

頁)と 定義 している。 また山本氏 は 「メデ ィアをめ ぐるナ シ ョナ リズム現象、す なわ ち 『メデ

ィア ・ナシ ョナ リズム』である」(164頁)と 表現 してい る。 メデ ィア ・ナ シ ョナ リズムの外延

的定義が無 いので どの範囲のナシ ョナ リズムを指 してこの表現を用 いてい るのか不 明であるが、

あえてメデ ィア ・ナ シ ョナ リズム とい う概念 を用 いることの意 味が良 くわか らない。

 通常の造語法 か らす ると、メデ ィア ・ナシ ョナ リズムはメデ ィア上のまたはメデ ィアに表現

されたナシ ョナ リズ ム とい う意味 にな るが、大石氏 の定義に よれ ば 「増幅現象」のこ とを呼ん

でい る。 いずれ に して もメディアに表現 され ないナ シ ョナ リズムは存在 しない。 中国のナシ ョ

ナ リズムの歴史 は古 く、宮崎市定 によると漢族ナ シ ョナ リズムの起源 は10世 紀 に始 まる宋 朝

期 にあ るとい う。 このナシ ョナ リズム も木版 印刷 の書籍、碑文 な どの 「メデ ィア」 に表現 され

ることによって世 に現れ る。近代ナ シ ョナ リズムが本格的 に歴史 を動かす要因 とな るのは19

世紀の ヨー ロ ッパであろ うか。 中国では19世 紀 のアヘ ン戦争 を経て20世 紀初頭 には漢族ナシ

ョナ リズムを母体に 中華ナシ ョナ リズムが近代ナ シ ョナ リズム として成立す る。新聞、パ ンフ

レッ ト、ラジオ、映画、そ して20世 紀後 半のテ レビとさま ざまなメデ ィアが近代ナ シ ョナ リ

ズムを形成 し、促進 し、体現 して きた。 メデ ィア抜 きのナシ ョナ リズムはあ り得 ない。従来の

ナ シ ョナ リズム と区別 され るメデ ィア ・ナシ ョナ リズムがある とした ら、両者 が質的 に異なる

とい うことをい えな くてはな らない。筆者 はその判断の基 準 として、ナシ ョナ リズムの基盤 を

なす中国の単位社会がメデ ィアによって克服 されたか ど うか とい うことを取 り上 げたい と思 う。

 筆者 は1989年 の天安 門事件直後に中国に赴任 し1年 間滞在 した。 狭い経験で はあ るがその

ときの経験 をもとに考えたい。なお天安 門事件がナ シ ョナ リズムを背景に したものであるか ど

うかについては議論の余地 がある。 しか し今 回の反 日運動 に直面 して中国指導部が天安 門事件
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を連想 し、 同様の社会混乱の回避 を最重要視 した ことはほぼ間違いのない ことなので天安 門事

件 当時の経験の話をす るこ とも意味があるで あろ う。

 あ る 日たまた ま大学 の学生寮の寮室 で学 生 と雑談 して いた ところ、長い廊 下の向 こ うか ら

順 々に何か伝達 して歩 いて来 る気配 が した。筆者 がいた部屋 をノックした一人 の学生が入 り口

で 中に向かって伝言 を して次 に向かっていった。そ の ときの伝 言 内容 は 「今 日午後4時 か ら

VOAで 重大 な発表があるので短波 ラジオを聴 くよ うに」 とい うもので、学生 たちはアメ リカ政

府 の新 しい対 中政策 だろ うとうわ さしていた。結局、登区小平が江沢民に中央軍事委員会主席 を

譲 るとい うニ ュースであった。 中国が ロコ ミ社会である とは聞いていたが、マスメデ ィアが信

頼 され ない情報閉鎖社会 で具体的に政治 問題 についてパー ソナル ・コミュニケー シ ョンが働 く

現場を この とき初めて体験 した。 中国の ロコ ミは、マス コミの発達 した 日本 のマーケテ ィング

で重用 され る 「女子 高生 の ロコ ミ」な どとはか な り異質な、統制の取れ た迅速 なものであ ると

い う印象 をこの とき以来持つ よ うになった。従来の官製 ではない 中国の政治運動への動員 は、

こ うしたパー ソナル ・コミュニケーシ ョンを通 じてな され る。そ こで注意 しな くてはな らない

ことは、社会主義中国が単位(ダ ンウェイ)と い う職場 を単位 とす る閉鎖社会 の集合体であった

とい う事実 である。 このこ とは外国人の 目か ら中国が極端 なセ クシ ョナ リズム社会であ ると見

える主要 因 ともなっている。パー ソナル ・コ ミュニケーシ ョンも基本的に単位 の基礎の上に広

が るものである。 天安門事件後に次のよ うな話 を聞いた。 これ は分析 とい うよ り解釈 といった

ほ うが良いか もしれない。1989年 の4月 中旬 に、学生 の問で所期 の 目的を達 したので天安 門

か ら撤収 しよ うとい う話 が高 まった。 ところが これ を阻んだのが北京師範 大 と北京大の主導権

争いである とい うものである。五 ・四運動以来常に政治運動 の主導権 を握 って来 た北京大が、

師範 大主導 のまま収 束 させ られない。 そ うこ うす る うちに6月3日 深夜 か ら4日 未明にかけて

の軍事介入 を招いた とい うのであ る。 当否 は ともか く、少 な くともこの よ うな解釈が有効 であ

るほ ど単位セ クシ ョナ リズムが学生の行動 に及ぼす影響 は大 きか ったのである。 中国は一見す

ると大学生 とい うマス社会が成立 しているよ うに見 えなが ら、強 固な単位セ クシ ョナ リズムが

存在す る。今 日の中国で開放政策の深化 によ り急速に こ うした単位 の枠組 みが崩れて きている。

単位 内パー ソナル ・コミュニケー シ ョンで人 々が動員 され た従来ナ シ ョナ リズム とは異質な、

メデ ィアを通 じた コ ミュニケー シ ョンで人 々が動員 され るナシ ョナ リズム(現 象)が み られ るな

ら、筆者 は新 しい概念 を用い ることに賛成 したい と思 う。 しか し果た してそ うであろ うか。

 第2は イ ンターネ ッ トがナ シ ョナ リズムを増幅す るとい う点 についてである。一般にインタ

ーネ ッ ト上 の情報は現実 の行動 を惹起 しに くいだ けに過激化 しやすい性 質がある。逆に言えば、

ネ ッ ト言論 の過激化 が現実 の運動の過激化 に直結す るとい うにはも う少 し検証 が必要である。

日本でネ ッ ト上の現象 と社会現象が結びつ くの は、例 えば 自殺、殺人、性犯罪 な ど逸脱行動 と

結びっいた ときであ る。政治的動向でネ ッ ト情報が取 り上 げ られ ることはあっても、マスメデ

ィア情報 な どの補完的役割 しか与 えられ ていない。 中国のイ ンターネ ッ ト情報 が、先進国の経

験 を飛び越 えて人々の意識 や行 動に影響す るであろ うか。90年 当時、中国では電話す ら普及
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してお らず、北京市内で待ち合 わせ をす るのにはがきでのや り取 りを していたほ どであった。

中国の通信 インフラの急速な充実 は、マス ・中間 ・パ0ソ ナルの各 コミュニケーシ ョンを技術

的に飛躍的に進歩 させた とは思 うが、 コ ミュニケー シ ョンの流れ を根本か ら変えた とは筆者に

は思 えないのである。 中国のイ ンターネ ッ トは、マ スあるいはパ ー ソナル ・コミュニケー シ ョ

ンの技術革新 として以上の意味 はないのではないか。ただ 日本でインターネ ッ トによって集 団

内情報(企 業の秘匿情報な ど)が 出やす くなったよ うに、 中国で も単位社会の破壊 を促進す るな

ら興味深 い現象 とい える。

 第3に グローバ リゼーシ ョンについてで ある。2005年 の反 日運動 について、韓国の労務管

理を研究 してい る同僚か ら興味深い話 を聞いた。韓国 において も2005年 に 日本批判の集会が

開かれ た ことは報道 され ている ところであ る。 この年、 中国の反 日運動が破壊行為 を伴 って過

激化 した とき、若い世代 を中心 に運動が急速 に抑制的 にな り沈静化 したとい うのである。 これ

は 日本批判 をや めたのではな く、中国の過激 で感情的な行動 と同一視 された くない とい う意識

の現われ であった とい う。 グローバル化 したマ スメデ ィア情報の影響で韓国の運動 が変化 した

のであ る。本書 に 日中だけでな く米英や香港 のメデ ィア を含 めた分析が あるのであるか らぜひ

韓国 も含 めて欲 しか った もの と思 う。

 第4に 、本書が取 り上げた現象は、反 日世論 が高 まってか ら運動 として徐 々に過激化 しそ し

て沈静化 した。ひ とつの運動 の各局面におけるメデ ィアの役割 とい う視点 をもっ と強調すれば

別の側 面 も見 えたのではないか。編著者 の一人 である大石氏は大学院生の頃か ら社会運動論に

取 り組 んできた研究者 であるだけに、その よ うな思いが して しま うので ある。

 ともあれ丹念に事実を追い、難 しいが重要 な隣国について考える機会 を提供 して くれた著書

である ことをも う一度強調 して筆 を欄 きたい。

付記:2006年11,月 に筆者の勤務する駿河台大学の比較法研究所において大石氏をお招きし、

筆者 とともに中国ナシ ョナ リズムをめぐる公開講演会を行った。大石氏に改めて感謝申し上

げたい。その記録は 『比較法文化』(駿河台大学比較法研究所紀要〉第15号 に掲載 されている。

[本 体価 格1,260円]

(くまだ としお 駿河台大学法学部)
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